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会社更生手続開始の申立て等を行った建設業者に係る経営事項審査の取扱いについて

（ ）建設業法施行規則の一部を改正する省令 平成２０年１月３１日国土交通省令第３号

が制定されるとともに、平成２０年１月３１日付け国土交通省告示第８５号（以下「告

示」という ）をもって建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条の２３第３項の。

経営事項審査の項目及び基準の改正がなされたところである。

会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき会社更生手続開始の申立てを行っ

、 、た建設業者に係る経営事項審査の取扱いについて 下記により取り扱うこととしたので

今後は関係法令及び通達に加え、これによられたい。

、 、 、 、なお 会社更生手続は 再建の見込みのある会社が 利害関係人の利害を調整しつつ

事業の継続を図ることを目的としたものであるので、これらの経営事項審査の審査に当

たっては、迅速な処理をされるよう特段の配慮をされたい。

ただし、本通知による事務取扱いは平成２０年４月１日より適用する。なお、平成１

１年６月２４日付け国総建第１７２号をもって通知した「会社更生手続開始の申立て等

を行った建設業者に係る経営事項審査の取扱いについて」は平成２０年３月３１日限り

廃止する。

記

一 会社更生手続開始の申立ての場合

１ 審査基準日の取扱いについて

会社更生手続開始の申立てを行った会社（以下「更生会社」という ）に対し、更。

生手続開始の決定があったときは、会社の事業年度は、その開始の時（以下「更生

手続開始決定日 という に終了し これに続く事業年度は 更生計画認可の時 以」 。） 、 、 （

下「更生計画認可日」という ）又は更生手続終了の日に終了することとされている。

（会社更生法第 条第２項 。232 ）

経営事項審査の審査基準日は、その申請をしようとする日の直前の事業年度の終

了の日とされているため、更生会社が更生手続開始決定日以降に経営事項審査を申

、 、 、請する場合は 更生手続開始決定日が審査基準日となり これに続く審査基準日は

更生計画認可日（又は更生手続終了の日）となる。

ただし、更生手続開始決定日から更生計画認可日までは、１年以上の期間を要す

る場合が多く、その場合は、法人税法（昭和 年法律第 号）第 条第１項た40 34 13
だし書 事業年度の期間が１年を超える場合 及び地方税法第 条の 第４項 事（ ） （72 13



業年度の期間が１年を超える場合）の規定の適用を妨げない（会社更生法第 条232
第２項ただし書）こととされているため、当該規定により事業年度が終了した場合

は、その終了の日を審査基準日として経営事項審査を受けることとなる。

２ 更生会社の経営事項審査を受け付けるに当たっての留意事項

更生会社の経営事項審査を受け付けるに当たっては、次の事項に留意すること。

① 更生会社が会社更生手続開始の申立てを行う直前の事業年度の終了の日を審査基

（ 「 」 。） 、準日とする経営事項審査 以下 更生直前経審 という を既に受けている場合に

（ 「 」 。）更生手続開始決定日を審査基準日とする経営事項審査 以下 更生時経審 という

を受けることを、当該更生会社に義務付けるものではないこと。したがって、更生

会社が更生直前経審を受けているときは、更生手続開始決定日以降においても、更

27生直前経審による結果が有効であり、更生時経審を受けない場合でも建設業法第

条の 第１項違反にはならないこと。23
ただし、公共工事の発注者によっては、更生会社の資格の再認定に当たって、更

生時経審の結果を求めることも想定されるので、その場合には、当該更生会社は速

やかに更生時経審を申請する必要があることについて、管下の建設業者に十分に周

知されたい。

② 更生会社は、会社更生手続開始の申立てを行った時（以下「会社更生手続開始の

申立日」という ）から更生手続開始決定日までの間に、更生直前経審を受けること。

ができること。

特に、更生手続開始決定日以降に経営事項審査を申請する場合は、更生時経審を

申請することとなるため、会社更生手続開始の申立てを行う直前の事業年度の終了

の日から会社更生手続開始の申立日までの期間によっては、会社更生手続開始の申

立日時点で有効である経営事項審査の有効期間を考慮した上で、速やかに更生直前

、 。経審を受ける必要性が生じることについて 管下の建設業者に十分に周知されたい

３ 審査方法の細目

更生時経審の各審査項目の審査方法の取扱いは、次に定めるところによるものと

する。

① 年間平均完成工事高及び年間平均元請完成工事高

年間平均完成工事高及び年間平均元請完成工事高については、更生時経審を申請
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する日の属する事業年度の開始日の直前２年又は３年の完成工事高をもって審査す

るものとする。この場合において、直前２年（又は直前３年）の間に開始する各事

業年度に含まれる月数の合計が ヶ月（又は ヶ月）に満たない場合は 「経営事24 36 、

項審査の事務取扱いについて（通知 （平成２０年１月３１日国総建第２６９号。）」

以下「経審課長通知」という ）記Ⅰ１ １ トに準拠して算定するものとする。。 ( )
② 自己資本額、利払前税引前償却前利益の額、経営状況及び研究開発費の額

自己資本額、利払前税引前償却前利益の額、経営状況及び研究開発費の額の各項

目については、更生手続開始決定日における財務諸表により算定し、２期平均の数

値を算出する場合は、当該財務諸表及び会社更生開始手続の申立てを行う直前の事

業年度の終了の日における財務諸表により算定するものとする。この場合、信頼性

を担保するため、更生手続開始決定日における財務諸表については、原則として公

。認会計士又は税理士による内容が適正である旨の証明があるものに限ることとする

なお、更生手続開始決定日が終了の日となる事業年度に含まれる月数が ヶ月12
に満たない場合は、売上高、営業利益、経常利益等の損益計算書の科目の額につい

、 。ては 経審課長通知記Ⅰ１ １ トの年間平均完成工事高の要領で算定するものとする( )
③ 上記の項目以外の項目については、更生手続開始決定日における状況に基づき

申請させ、これを審査するものとする。

４ 総合評定値請求書の記載方法

更生時経審及び更生手続開始決定日以降初めて受ける経営事項審査の申請につい

ては、建設業法施行規則別記様式第 号の１１の総合評定値請求書中「備考（組織25
変更等 」欄に、更生手続開始決定日を記載するよう指導すること。）


